
 

 

 

 

エネルギー原単位を５．０％削減 

環境行動計画は２０１０年度まではＣＯ２削減が目標でした。１１年度から、国の改正省エネ法

に積極的に取り組んで、同法で要請されているエネルギー消費原単位（以下：原単位）を年平均

１％以上削減することを計画の目標にしています。 

改正省エネ法の原単位とは「燃料・熱・ガス・電気などのエネルギーを原油に換算した使用量

（分子）」を、「エネルギーの使用量と密接な関係を持つ値（分母）」で割った値のことです。原単

位はエネルギーの消費効率を比較するために使用する単位であり、省エネ活動を評価する指

標として用います。  

朝日新聞社では、一昨年度報告分まではオフィス部分については延べ床面積、工場につい

ては新聞用紙の注文連数を密接な関係を持つ値にしていましたが、昨年度からオフィス部分、

工場ともに延べ床面積を密接な関係を持つ値に変更しました。 

業界団体の日本新聞協会では１６年１２月から第３次自主行動計画に移行し、「省エネ法に準

拠した原単位を年平均１％以上削減する」ことを環境の目標に置いて、その分母には事業所、

工場とも延べ床面積を採用しています。 

朝日新聞社の環境自主行動計画も「原単位を年平均１％以上削減する」目標を掲げているの

で、新聞業界と目標設定を合わせ、協会や加盟各社と中長期計画の立案や問題解決等に必要

な手法とポイントの情報を共有し、エネルギー使用量の削減努力を続ける目的です。 

 

朝日新聞社のオフィスは、東京、大阪、西部（北九州）、名古屋の４本社、北海道支社、福岡 

本部、４４総局、２２２支局のほか、中之島フェスティバルタワー・ウエストや有楽町センタービル

など５ビル、スポーツクラブ１０、住宅展示場８、空港事務所３などの施設が含まれます(２０１８年９

月 1 日現在)。 

朝日新聞を印刷している全国２８工場のうち、１２工場は朝日新聞社がエネルギー管理をする

工場で、その中の７工場は、エネルギーを原油換算して年間１,５００ｋＬ以上使用する第二種管

理指定工場です。管理指定対象工場では工場ごとに原単位の報告が義務付けられています。 

朝日新聞を印刷している１６工場では環境マネジメントに関わる規格であるＩＳＯ１４００１／ＪＩＳ

Q １４００１）の認証取得をし、省エネを含めた環境への取り組みを継続して運用しています。 

朝日新聞社は関係する工場とともに、これからもＥＭＳ(環境マネジメントシステム)に沿って建

物や施設の改修を実施します。インバーター制御の空調機やポンプを導入して、発熱負荷に対

応した小型吸収式冷凍機で運転することや、ボイラー更新時には負荷に見合った小型化を検討

するなどでエネルギー使用量の削減を進めます。 

工場で多くのエネルギーを消費する輪転機を更新する際には、損紙や電力使用の少ないシ

ャフトレス機を採用してきましたが、１１年以降に更新した船橋工場、川崎工場ではより損紙や電

力使用の少ない４×１（版胴１頁周）タイプを導入しました。廃液処理が不要な版材の検証を行

い、１９年２月には名古屋工場で無処理版を導入しました。工場では引き続き、損紙率の改善、

薬液の適正処理などに努め、幅広く環境対策を推進します。 

Ⅱ．２０１８年度の環境報告 

エネルギー使用量は前年度比１．１％減、原単位も２．０％減 



１８年度の全社のエネルギー使用量は合計３９，４８６ｋＬ、１７年度の３９，９２９ｋＬと比べて４４３

ｋＬ、１．１％減りました。 

原単位も分母は事務所面積が北海道のさっぽろ創世スクエアビルなど事業規模の拡大で若

干延床面積が増えましたが、前年度比９８．０％、２．０％減になりました。１４年度からの５年間の

平均原単位変化は９７．５％です。 

１９年度は子会社との資産集約の結果、エネルギー管理権原を有する物件が増えます。エネ

ルギー使用量は増加すると予想されますが、エネルギー使用効率を高めて原単位は１％減を

維持したいと考えます。 

 

全社のエネルギー使用量（電気と都市ガス）と CO２総排出量（改正省エネ法に基づく） 
 

電気（千ｋWｈ） 都市ガス（千㎥） ＣＯ₂換算（ｔ） 対前年度比

2010年度 160,521 4,711 70,194 89.4%
2011年度 161,729 4,771 69,672 99.3%
2012年度 154,527 4,539 84,908 121.9%
2013年度 135,667 3,696 85,094 100.2%
2014年度 127,758 3,333 80,394 94.5%
2015年度 122,216 3,247 75,121 93.4%
2016年度 119,005 3,143 71,788 95.6%
2017年度 128,168 3,012 77,761 108.3%
2018年度 125,135 3,025 72,031 92.6% 

 

※表は電気とガスだけのデータ。ほかにも工場ではＡ重油や灯油など、西部本社では冷温水熱源、2012 年度途中から中之島

フェスティバルタワーでは地域冷暖房システムの熱量供給（いずれも河川水利用）などのエネルギーを利用している。「全社ＣＯ₂

換算」は総エネルギーから換算した値となっている。 

※電力の CO２換算には当該年度の実排出係数（電力を CO２に換算する係数）を利用している。したがって 2012 年度、13 年度

に電気やガス使用量が減っても CO２量が増えたのは実排出係数が大幅に上がったため。 18 年度の東京電力エナジーパート

ナーの基礎排出係数は11年度0.000375 t-CO２／kWhに対して18年度0.000475 t-CO２／kWh。関西電力では11年度0.000311 

t-CO２／kWhが 18年度 0.000435 t-CO２／kWhだった。 

 

【東京】 

東京本社社屋（本館・新館）の２０１８年度の電力使用量は、前年度に比べ約１３０万ｋＷh 減少

し、２４，４９３，２９６kWh になりました。前年度からの削減率は５．１％で、０１年度と比較すると約

５１％（２，６１４万 kWh）の削減となり、半分になりました。東京都が取り組んでいた「カーボンマイ

ナス東京１０年プロジェクト」で目標としていた、「２０２０年度までに東京の温室効果ガス排出量を

２０００年度比で２５％削減する」ことを事業所として完全に達成したことになります。 

今年度も大きな削減を可能にしたのは、既存設備を更新して省エネ化を進められたことにより

ます。１５年から開始した熱源設備等のリニューアルと天井照明のＬＥＤ化は、電力消費を大幅

に削減できることを実証しました。この結果から１８年度も１９９２年の新館竣工以来の熱源設備改

修工事と新館事務所階の照明ＬＥＤ化の計画をすすめ、新館側で電力量の大きな削減を可能

にしました。新館にあるマシン室の新聞製作や事務系に関わるシステムは、小型、省エネ化され

たハードウェアへの移行により消費電力が小さくなっているだけでなく、機器の発熱量も少なくな



っています。そして、これら機器の発熱を抑えるための空調エネルギー（冷水）を搬送する熱源

ポンプ類のインバーター化が搬送動力を大幅に減少させる等、さらなる電力の削減をしていま

す。今後も大きな省エネを確実に見込める設備について更新、改修を継続しておこなっていき

たいと考えます。 

「クールビズ」（ノーネクタイ、ノー上着）は、継続した活動によって理解と協力が定着しました。

期間中（５月から１０月まで実施）は、５月は室温を２６℃に、６月からは２８℃になるように空調設

定をおこなっています。室内空調の効果を保つため、窓際の吹き出し口に物を置かない、扉の

小まめな開け閉め、上下階移動にエレベーターを使わず階段利用の励行掲示、アナウンスなど

で、夏の光熱費の節約に貢献しています。 

都市ガス使用量は１７７，９４９㎥（前年度比９．８％減）、水道使用量は９４，７５６㎥（前年度比 

５．５％減）でした。東京本社は、浴室への給湯のためのガス焚きボイラー運転、暖房のバックア

ップ、他に食堂厨房で都市ガスを使っています。主に夜勤者のための浴室は利用者が減る傾向

にあり、この部分ではガス、水道使用量は共に減っています。しかし、東京本社の在館人数に大

きな変化はありませんので、水洗トイレに使う水道使用量はあまり変わっていません。人数の減

少以外の理由での水道使用量の削減は難しいのが現実です。設備管理上の無駄やミス、ある

いは水漏れ箇所の早期発見などに注意を払っていきます。また、節水に直接つながる新館トイ

レ設備の更新も検討を始めます。 

１９年度も社員、テナント各社の協力もいただきながら光熱費の削減を念頭におき、省エネ活

動を進めていきます。 

 

【大阪】 

大阪本社が入居する中之島フェスティバルタワー（ＮＦＴ）のうち、大阪本社専有部分の２０１８

年度電力使用量は２，９７４，３２９ｋWｈ（前年度比▲２０３，１５０ｋWｈ、▲６．４％）でした。ガス使

用量は３，８３７㎥（同＋３００㎥、＋８．５％）で、地域冷暖房システムから熱量１４，４８１，１７０ＭＪ

（同▲３４５，０６２ＭＪ、▲２．３％）の供給を受けました。これらのエネルギー総量を原油に換算す

ると、１，２７８ｋＬに相当し、前年度比で６４ｋＬ（４．８％）を削減することができました。電力使用量

は、年間を通して前年度より減少しており、１７年度下期に実施したマシン室のサーバー機更新

が貢献していると推測されます。ガス使用量が増加したのは、宿直室用ガス給湯器の逆流防止

器が故障し、温水が漏出していた期間があったためと判明しています。また、夏季は書庫や執

務室の湿度過多が問題となり、その対策で外気取り入れ時の除湿を強めたため前年度より冷水

使用量が増加しました。しかし、それ以上に冬季の暖房需要が抑えられたため、全体として冷暖

房エネルギーの削減につながりました。 
ＮＦＴ全体の１８年度の電力使用量は、テナントがエネルギー管理権原※を有している設備(コ

ンセント部分)を除き１５，４４０，１７６ｋWｈ（前年度比▲３６９，９１０ｋWｈ、▲２．３％）でした。地域

冷暖房システムからは熱量６５，３５１，４００ＭＪ（同＋２１０，３００ＭＪ、＋０．３％）の供給を受けま

した。ガス使用量は大阪本社使用分のみが対象となり数値は前述の通りです。これらのエネル

ギー総量を原油に換算すると、６，１９３ｋＬに相当し、前年度比で８５．３ｋＬ（１．４％）を削減する

ことができました。 
※エネルギー管理権原……設備の設置・更新権限を有し、エネルギー使用量を実測値として把握できること 



ＮＦＴは、中之島を挟んで流れる堂島川と土佐堀川の河川水を利用した地域冷暖房システム

を採用し、照明や空調制御用に人感センサーを設置するなど、極めてエネルギー使用効率に

優れたビルです。このため、１３年１月のＮＦＴへの本社移転後、エネルギーの大幅削減につな

がるような対策は実施していませんが、１８年度も、次のような節電策に取り組みました。 
５月１日から１０月末までクールビズを実施し、ノー上着・ノーネクタイを推奨しました。冷房の

設定は室温２８℃を目安に調整するよう各部門にお願いしました。 
このほか、執務室（９～１１階）の空調は人感センサーを利用して、人がいないときには停止す

るように設定し、空調稼働時間を短縮しています。また、執務室は大きなガラス窓でおおわれて

おり、夏季に直射日光があたる時間帯は室温上昇が懸念されるため、ブラインドを床面までおろ

し、遮光するよう各部門に求めました。トイレの便座ヒーターとハンドドライヤーの温風は、５月か

ら１１月中旬までの期間はオフにしました。 
天井照明はＬＥＤのため、省エネ対応はできていますが、不在時や業務終了後の消灯を徹底

する取り組みを各部門で実施しました。１８年度は、業務に支障のないことを確認したうえで、９

階執務室全体の目標照度を７５０ルクスから６００ルクスに低減させました（１月２１日から実施）。

また同時に、消し忘れ対策として、設定した時刻に自動で消灯するタイマー機能の活用を開始

しました。エリアごとに消灯時刻が設定できるため、早いところでは１９時、最も遅いところでは０

時１０分に天井照明が自動消灯します。 
ＯＡ機器では、１月下旬に共用複合機２０台を更新しました。これにより消費電力量（国際エネ

ルギースタープログラムが定めるＴＥＣ値）が約半分になる見込みです。 

 
総支局関係では、徳島県三好および阿南、広島県三次の計３支局を１９年２月末付で廃止し

ました。また、高松総局と長浜・豊中両支局のエアコンを省エネタイプに更新し、電力使用量の

削減につながりました。 
大阪国際空港事務所（伊丹格納庫）では、手洗い場上部の照明をＬＥＤ化しました。これで格

納庫部分のＬＥＤ化がほぼ完了しました。 

 
【西部】 
西部本社社屋（リバーウォーク北九州）の設備は熱反射型ガラス、インバーター式蛍光灯、自

動調光システムなどを導入しています。冷暖房の熱源は電力、ガスだけでなく河川水の温度差

を利用しています。２０１８年度の電力使用量は５８４，５１９ｋＷｈ （前年度比５．６％減）、冷暖房

使用量は１，４７３，４７１ＭＪ （ﾒｶﾞｼﾞｭｰﾙ、同４．２％減）でいずれも減少となっています。電気使

用量については、入居テナントごとの個別電気メーターではなく、面積比で案分しています。 

福岡本部の電力使用量は５０１，９０４ｋＷｈで同３２．３％の減となりました。福岡本部は朝日ビ

ルディングにテナントとして入居しており、基本の空調は固定です。また基本空調以外に本社が

設置したエアコンがあり、１８年度については再レイアウト工事のため、空調を停止した期間が数

ヵ月に及んだため、大幅に減りました。蛍光灯もすべてＬＥＤに切り替えました。参考までに、全

部門の移転を終えた１８年１２月から１９年３月までの電気使用量でみると、前年同月比で４６％

減となっています。また、社員が風量の調整やオンオフをこまめに行っていることから、電力使

用量の削減が続いています。節電への高い意識を持ち、節電行動も定着しています。ガスは１５

年２月に８階食堂が廃止されて以来、使用していません。 



編集局では、業務が終了して無人になったエリアを中心に消灯とテレビの電源オフに努めて

います。朝刊当番デスクが帰宅する午前３時をめどに、ニュースルーム（編集フロア）の大半が

消灯されている状態を目指しています。また、「働き方改革」が環境改善につながるととらえ、会

議の時間短縮や削減も進めます。カラー印刷をできる限りやめ、コピーの両面印刷を励行して

いきます。 
福岡本部再レイアウト計画に伴い、保有していたプリンター６９台のうち、モノクロ３３台、カラー

８台の計４１台を廃棄し、複合機の共用利用を進めました。１８年度の福岡本部の印刷実数は把

握できていませんが、複写用品カウンター料が前年度の約４割まで減っていることからも、削減

に大きな効果が出ていると言えます。 
印刷工場分野では、福岡、北九州両工場ともに、１８年度の使用エネルギー総量は前年度と

比べて、CO２換算ベースで、福岡工場は５１ｔ、北九州は８０ｔを削減しています。（対前年実績比

較 福岡工場▲２．９％、北九州工場▲３．２％）。 

これは福岡工場では、電力使用量が年間▲１０７，６３０kWh（対前年実績比較▲３．４％）削減

され、北九州工場は、電力使用量が年間▲１５０，６６０kWh（対前年実績比較▲３．７％）削減さ

れています。主な要因は、朝刊建てページ、部数減や別刷り回数の減少による輪転動力の稼働

が減少したことによるもので、ほかには暖冬による空調熱源設備の電力使用量の減少も寄与し

ています。 

なお、ガス使用量は、夏季の猛暑があったものの、ターボ冷凍機と吸収式冷温水発生機の稼

働時間の見直しにより使用量を年間１，８５９㎥削減しました。（対前年実績比較▲１．１％）。 

両工場とも、原材料の損率逓減を図るとともに、全面的に版材には、製版時にアルカリ現像液

が不要のケミカルレスプレートを採用することで廃液量を削減するなど、廃棄物の縮小に努めて

います。 

 

【名古屋】 

（電力使用量などＣＯ２の排出状況） 
名古屋本社の２０１８年度電力使用量は１，４５６，７６１kWh（前年度１，５３１，６７９kWh）、前年

度比で９５．１％、ガス使用量は２６，８４２㎥（同２６，５９４㎥）で、前年度比１００．９％となりました。

電力についてはＬＥＤ化や人感センサーの取り付け、退社時の消灯、終業時のエリア別消灯、

パソコン・プリンター電源ＯＦＦ徹底や、プリンターの台数削減も好結果につながっていると思わ

れます。ガスは厨房ガス機器のほか、空調（冷温水発生機）に利用されており、猛暑の影響で平

均気温が前年を大きく上回った７、８月の使用量が前年より大きく増えましたが、暖冬の影響もあ

り、全体としては、ほぼ、前年並みとなりました。 
 名古屋本社管内の総局（津総局、岐阜総局）の電力使用量は、１３６，９４６kWh（前年度１４３，２

４６kWh）で、前年度比９５．６％でした。 

 
（読者挨拶品） 
ＡＳＡが挨拶品として使用しているごみ袋は燃やしても有毒ガスが発生しないものを使用して

います。雨用ポリ袋も同様です。雨用ポリ袋は１５年７月頃から厚みを従来の０．００９ｍｍから  

０．００８ｍｍの商品に変更しましたが、１９年４月頃から０．００７５ｍｍに変更しています。また、７

月から１梱包入り数を４本から６本に変更して発送個数の減少を図り、省エネをいたします。 



（折り込み部門の対策） 
朝日オリコミ名古屋では、エネルギー管理支援システムを導入し、使用電力量を可視化し、空

調や照明を抑制し、ピーク電力量、使用電力量を管理しています。資源ごみのリサイクルでは、

これまで“ごみ”として処分していたものを「紙類」と「プラスチック系」に分別、「紙類」については

再利用できる“資源”となるため、再資源化しています。また、既存の構内照明設備が劣化し照

度低下したため、省電力化・環境対策の観点から、「水銀灯」から「ＬＥＤ」に更新しました。 
（社有車のハイブリッド化） 
名古屋本社の社有車２台のうち１台を１３年８月にハイブリッド車（クラウン）に更新しました。ま

た契約するハイヤーもハイブリッド車に更新するよう要望しており、契約する５台のうちハイブリッ

ド車（プリウス）が３台になっています。今後もハイブリッド車など環境にやさしい車を増やしてい

く方針です。 
（自転車の業務利用） 
１３年８月からメディアビジネス部、１７年１月から報道センターと利用部署を拡大してきました

が、１７年７月からは名古屋本社全職場の利用を可能にしました。業務用自転車３台を使い名古

屋駅、栄、丸の内など概ね２キロ圏の営業、取材活動をタクシーから自転車に切り替え、ささや

かながら、ＣＯ２削減に貢献しています。 
（ライトダウンキャンペーン） 

環境省の呼びかけによる「ＣＯ２削減／ライトダウンキャンペーン」に参加。電力はわずかです

が、６月２１日夏至と７月７日七夕に「朝日新聞」のネオンサインとアムナット広場の新聞掲示板を

消灯しました。 

 
【北海道】 

（電力使用量） 

北海道支社は２０１８年５月に札幌ＡＮビルからさっぽろ創世スクエアに移転しました。４月の

札幌ＡＮビルでの使用量も含めた１８年度の電気使用量は、１２６，８９７kWh、札幌ＡＮビルに残

留した朝日カルチャーセンター（支社直営）分が５０，７０７ kWh、計１７７，６０４kWhとなりました。

１７年度の報告に比べて－３７０，０１０ kWh、約６７．５７％減と大幅な削減となりました。支社分

は、１７年度比２１４,５８４kWh（６２．８４％）減、朝日カルチャーセンターは１５５，４２６ kWh（７５．

４０％）減となります。 

札幌ＡＮビルの電気使用量は１７年度まではエリアごとの計量ができず、全体の使用量を面積

によって支社分、朝日カルチャー分、テナント分などに案分して算出していました。１７年度は札

幌ＡＮビルのテナント部分が満床のうえ、入居者が繁忙期にあたりビル全体での電力消費量が

多かった分までカルチャーに案分されていましたが、１８年度はカルチャー使用分の電力量を

計測することが可能になり、正確な数値に戻った形です。支社も札幌ＡＮビルでは同様に自社

分の電力消費量を算出できませんでしたが、移転により面積も少なくなり、照明がＬＥＤとなった

ことなどもあり、電力消費量は大幅に少なくなりました。 

  




